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要旨： 過疎化する農山村の生活をどう支えるか。愛知県豊根村を事例に抽出した 2 地区へのアンケート調査ならびに地域住民に

対するインタビュー調査により、地域外家族のネットワークの状況（居住地、通いの頻度、支援活動の内容）を把握し、

2002 年に行われた調査と比較して、実質的な支援が増加していること、住まいと通いの状況に応じた施策の展開が必要な

ことを明らかにした。 
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1. はじめに 

(1) 背景 

過疎化する農山村の生活をどう支えるか。単身独居

世帯や空き家の増加という課題がある一方で、後述す

るような農山村から転出し周辺自治体に居住してい

る（近居）子どもを中心とした地域外に住む世帯（以

下、外世帯）が、農山村に住む世帯（以下、内世帯）

に通っている実態が報告されている。 
愛知県北設楽郡豊根村（以下、豊根村）において、

2000 年度から 3 カ年、豊根村、長野県長野市、滋賀

県伊香郡木之本町（現長浜市）と早稲田大学都市・地

域研究所との共同研究（以下、2002 年調査）によっ

て、外世帯が農山村へ訪問し内世帯に対して生活支援

等を行っている家族ネットワークの実態が明らかに

された（早稲田大学都市・地域研究所 2002、熊井・

後藤ほか 2003）。高齢化した農山村の生活支援を行政

サービスや同居している内世帯だけでなく、外世帯に

よって行う可能性を明らかにした萌芽的な研究とい

える（図 5、6）。さらに、近年では都市部、郊外住宅

地が議論の中心であるが、同様に「近居」が評価され

ている（大月ほか 2014）。内世帯、外世帯双方のメリ

ットはもちろん、特定の世代に偏ったいびつな人口構

成の是正が期待できるとして、自治体の計画目標にも

なってきていることが紹介されている。 

また、こうした家族ネットワークの状況は農山村の

住まい・集落空間の問題と密接に関連する。人口減少

社会に入り農山村だけでなく都市部、郊外部において

も「空き家」に関する社会的関心が高まっているが、

特に農山村の住まい、「空き家」においては、日常的

には利用されていないが、盆・正月、墓参り、草刈り

などの維持管理に所有者が通っている「通いのある空

き家」が多い（たとえば筒井ほか 2014）。農山村では

こうした「空いているけれども空いていない」空き家

が、空き家の利活用上課題となっているが、農山村の

住まいが「空き家」となる事情は各家族それぞれであ

り、「空き家」の定義を含めて、住まいの多様性を理

解するのが難しいという課題がある。家族ネットワー

クの観点から住まいのあり方を検討していく必要が

ある。 
(2) 研究目的 

そこで本報告では、豊根村を事例として、2002 年

調査と比較しながら、2015 年現在（以下、2015 年調

査）の地域外家族のネットワークの状況を明らかにす

る。また、外世帯の通いも含めた内世帯の住まい・集

落空間の状況を明らかにすることを通じて、家族ネッ

トワークの観点から農山村の支援のあり方への視座

を明らかにすることを目的とする。 
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(3) 研究方法 

豊根村を事例に、外世帯の通いと支援の状況（地域

外世帯の居住地、通いの頻度、支援行為の内容・頻度

等）を、抽出した地区に対するアンケート調査により

明らかにする。また、内世帯の住まい・集落空間の状

況（世帯、通いの状況）を、抽出した地区・集落に対

するインタビュー調査により明らかにする。 
1）アンケート調査の方法 

アンケート調査について、2002 年調査では、坂宇

場地区、三沢地区を抽出し区長・組長より全戸配布、

訪問回収を行った。2015 年調査でも同じ 2 地区を抽

出したが、高齢独居世帯も多くアンケート調査の回答

が困難なことも想定されたため、訪問回収ではなく、

郵送回収とした。また、2002 年調査では、家族ネッ

トワークの全体像を明らかにするため、世帯主の親世

帯、配偶者の親世帯、子世帯、きょうだい（配偶者の

きょうだい）世帯それぞれについて通い（世帯主が他

世帯へ行く、世帯主世帯へ来る）の実態を訪ねたため、

A3 用紙 10 枚にわたるアンケート調査を実施したが、

2015 年調査では回答者の負担軽減のため、子世帯の

みを対象に通い（世帯主世帯へ来る）について訪ね、

A4 用紙 8 枚とした。これらの調整を試みたが、結果

として回答率は低くなった（表 1）。 
2）インタビュー調査の方法 

インタビュー調査については、事例として対象とし

た A 地区の集落拠点運営者に対して、住宅地図を用い

て各世帯の住まいの状況（居住人数、外世帯の通いの

有無等）についてインタビューを行った（図 1）。 

 

2. 豊根村の概要 

(1) 豊根村の立地と概要（図 2） 

豊根村は長野県、静岡県と隣接し、名古屋市から自

動車で 2 時間ほどの距離に位置する。豊橋市からは自

動車で新城市を経由して約 2 時間の距離であったが、

2012 年 3 月三遠南信自動車道が浜松いなさＩＣから

鳳来峡ＩＣまで開通したことにより、約 1 時間 30 分

に短縮された。また、長野県飯田市からも同様に約 1
時間 30 分の距離である。 

人口(1)は、1955 年には 4,521 人（旧富山村含まず）

であったが、2015 年には人口 1,136 人（2010 年時：

旧豊根村 1,169 人、旧富山村 140 人）、高齢化率 45.8％
の山村である。2005 年には離島以外の市町村で最も

人口の少ない 208 人の富山村と合併した。 
地勢としては、村域の約 93%が山林であり、河川沿

いのわずかな平地に集落が点在している。村域の約

78%が人工林(2)で林業が盛んであったが、山林従事者

の高齢化、木材価格の低迷などの課題を抱えている。

農業は耕地が狭小で他産業との複合経営で支えられ

ている。第三セクターによる観光地開発によって、茶

臼山高原を中心とした観光業が営まれている。 
(2) 豊根村各地区の人口 

豊根村内には合併した旧富山村含めて、下黒川、上

黒川、坂宇場、三沢、古真立、富山の 6 地区がある。 
国道 151 号線沿いの上黒川地区、坂宇場地区の人口が

多く、次いで役場のある下黒川地区がある。下黒川地

区の奥に位置する三沢地区、古真立地区、合併により 
行政機能が衰退した富山地区は過疎化が著しい（図 3）。 
 

 

表 1.アンケート調査の方法 

2002年調査 2015年調査
対象地区

2002年3⽉ 2015年12⽉
区⻑・組⻑により全⼾配布 区⻑・組⻑により全⼾配布

2002年3⽉ 2015年12⽉
区⻑により訪問回収 郵送回収

配布数 203 243
回収数（率） 135（67%） 36（15%）

有効回答数（率） 99（49%） 36（15%）

坂宇場地区・三沢地区
配布⽅法

回収⽅法

A 地区・集落拠点運営者
2016 年 1 ⽉ 23 ⽇
各世帯の住まい・通いの状況
住宅地図（1998 年 6 ⽉）に
直接記⼊
住宅地図上ですでに空⽩に
なっているもの、⻑期不在で
通いがないもの
⽇常的には不在だが定期的に
通いがあるもの

対 象
実 施 ⽇
調査内容
⽅ 法

空 き 家

不在家屋
（通 い あ り）

図 1. インタビュー調査の概要 図 2.豊根村の概要 
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小学校は、下黒川地区、坂宇場地区、三沢地区、旧

富山村に 1 校ずつ存在したが、2005 年に下黒川地区

にある豊根村小学校に統合された。 
全体的な人口構成は 75～84 歳、55～64 歳の割合が

多い。坂宇場地区は 75 歳以上の後期高齢者、55～64
歳の割合が多いが、5～9 歳の子ども、35～44 歳の割

合も多い。三沢地区は他地区と同様に 75 歳以上の後

期高齢者の割合、50 代前半の割合が多いが、30 代以

下の若年者の割合が少ない（図 4）。 
 (3) 2002 年調査の結果概要 

2002 年調査では外世帯の居住地は豊橋市周辺、豊

根村村内、次いで豊田市や名古屋市などに多いこと、

2 時間から 3 時間の間に住む外世帯が多いこと、内世

帯が外世帯を訪問するより外世帯が来る方が多いこ

と、内世帯が訪問する際は月 1 回以上の頻度が相対的

に高いことなどが明らかにされている（図 5：早稲田

大学・都市地域研究所 2002）。 
さらに 2002 年調査をまとめた報告（図 6：熊井・

後藤ほか 2003）によると、外世帯による支援行為の 

 

傾向として、「盆、正月の集まり」「法事、墓参り」と

いう慣習的な行為に対しては頻度に関係なくほとん

どの人によって行われていること、「祭や祭事に参加」

に見るように訪問頻度が高くなるにつれて地域社会

との関わりが多くなっていること、「集落の協働作業」

や「病院への送り迎え」「高齢者、病人の世話」につ

いては外世帯の支援はほとんどなかったことなどが

明らかになっている。また、外世帯の年齢別や世帯の

属性別に見た訪問頻度と行為の傾向も明らかにされ

ている。 
 
3. 家族ネットワークの状況 

(1) 地域において支障があること 

2015 年調査において、内世帯が地域において支障

があることは、「祭、祭事の実行」、「集落の共同作業」、

「特になし」が多くなっているが、2002 年調査と比 

図 3. 豊根村各地区の人口・世帯数 

（2010 年国勢調査） 
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図4. 豊根村各地区の人口構成（2010年国勢調査） 

 
図 5.豊根村の家族ネットワーク 

（早稲田大学・都市地域研究所 2002 より引用） 

 
図 6.訪問頻度と行為の傾向 

（熊井・後藤ほか 2003 より引用） 
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較して「とくになし」の割合が下がり、「祭り、祭事

の実行」、「集落の共同作業」の割合が増加している（図

7）。以上から、より地域の運営が難しくなっているこ

とが推察される。 
(2) 日常生活で支障があること 

2015 年調査において、内世帯が日常生活で支障が

あることは、「とくになし」、「農作業や仕事における

人手」、「家屋、庭の手入れ」が多くなっているが、2002
年調査と比較して「農作業や仕事における人手」、「家

屋、庭の手入れ」、「高齢者、病人の世話」の割合が多

くなっており、内世帯の集落空間、住まいの管理が課

題となっているといえる（図 8）。一方で、「病院など

の医療施設への通院」については割合が半減している。

これは村で進めている有償ボランティアタクシー(3)等

による施策の効果が現れていることが推察される。 
(3) 最も頻度高く来る子どもの割合 

2002 年調査では通いをする子ども、きょうだい等

の外世帯全員の通い、現住する外世帯へ通う内世帯全

員の通いを対象にしたが、2015 年調査では子どもの

外世帯の通いのみを訪ねた。2 調査比較のため、2002
年調査から子どもの外世帯の通いのみを抽出し「最も

頻度高く来る子ども」の外世帯の通いを分析の対象と

した。 
2002 年調査で、最も頻度高く来る子どもは、世帯

全員に比べ月 1 回以上来る割合が 1 割程度、年 4～10
回程度（月 1 回未満）来る割合が 3 割程度高くなって

いる。2002 年調査と 2015 年調査の比較では、月 1 回

以上来る割合が、1 割程度増え、3 割程度になってい

ることが分かる（図 9）。 

 

 
(4) 最も頻度高く来る子どもの年齢 

前節と同様に最も頻度高く来る子どもを対象に、年

齢の分布を見たところ、30 代、40 代が多くなってい

ることは変わらないが、20 代が少なく、50 代が増え

ている。平均年齢は 38.7 歳（2002 年調査）から、43.1
歳（2015 年調査）になり、2 調査間の 13 年の経過が

改めて確認できる（図 10）。 
(5) 最も頻度高く来る子どもの時間距離 

最も頻度高く来る子どもの時間距離について、おお

よそ 1 時間 30 分から 3 時間の範囲におおよそ 7 割の

世帯が入っているが、2002 年調査では 2 時間から 2
時間 30 分が 3 割と最大だが、2015 年調査では 1 時間

30 分から 2 時間が 4 割と最大になっている。道路事

情がよくなっていることも要因として考えられるが、

時間距離として若干近接した居住に変化しているこ

とがうかがえる（図 11）。 

図 7.地域において支障があること（複数回答） 
図 8.日常生活で支障があること（複数回答） 
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図 9.最も頻度高く来る子どもの割合 
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(6) 来るときにしたこと 

頻度高く来る子どもが来る時にしたことについて、

「盆・正月の集まり」、「法事・墓参り」、「祭や祭事に

参加」が多いといえる。2002 年調査と 2015 年調査と

比較してこれらが多いことに変わりはないが、「盆・

正月の集まり」、「周辺施設や環境を活かした娯楽」の

割合がわずかに減少し、「法事・墓参り」、「祭や祭事

に参加」、「家事」、「農作業や仕事などの手伝い」、「家

屋・庭の手入れ」、「食料や日用品を持ってくる」の割

合がわずかに増加している。盆・正月に遊びに来ると

いった気楽な通いから、法事・墓参り、集落行事、仕

事や家事の手伝いといった具体的な用事に変わって

きていることがうかがえる（図 12）。 
また、最も頻度高く来る子どもが来るときにしたこ

とについて、来訪頻度とのクロス集計も行った。 
2002 年調査では、「盆・正月の集まり」、「法事・墓

参り」といった機会が限られている行為の頻度による

差は少ないが、「家事」、「農作業や仕事などの手伝い」、

「食品や日用品を持ってくる」、「様子を見る」、「他の 

 

 
 
用事のついでに寄る」といった具体的な内容を伴うも

のは、来訪頻度が高い方が多い傾向がある（図 13）。 

図 10.最も頻度高く来る子どもの年齢（割合） 
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図 11.最も頻度高く来る子どもの時間距離（割合） 

図 12.来るときにしたこと（複数回答） 
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図 13.来るときにしたこと（複数回答・頻度とのク

ロス集計・2002 年・N=65） 
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図 14.来るときにしたこと（複数回答・頻度とのク

ロス集計・2015 年・N=29） 
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2015 年調査について、回答数の少なさのためか、

2002 年調査ほど明瞭な傾向は見られなかった。おお

むね頻度が高い方が、どの行為も多くの割合で行われ

ているといえる（図 14）。 
 
4. 住まい・集落空間の状況 

(1) 住まいの築年数 

住まいの築年数については、60～90 年を中心とする

比較的古い群と 10～30 年を中心とする比較的新しい

群に分けられることがわかった（図 15）。前世代から

受け継いだ住まいに住み続けている世帯と、現世代が

建てた住まいに住んでいる世帯に大別されることが

推察される。 
(2) 住まいの利用状況 

住まいの部屋数については、7～9 部屋が約半数を占

め 4部屋程度の 2階建ての戸建て形態が中心を占める

ことが推察できる（図 16）。しかしながら、部屋の使

用率は 30-50%で約 4 割であり、一世帯あたりの人数

が約 2.3 人(1)であることもあり、3 部屋程度の使用に

とどまっていることがうかがえる（図 17）。 
(3) 農地と山林の使用状況 

農地の面積は、1,000～5,000m2 が約 45%と多くを

占めていることが分かった。2015 年農林業センサス

によると愛知県では 1経営体あたり 5,000～10,000m2

が約 38%と多くを占めるため、山間部ということもあ

り若干狭い傾向にあるといえる（図 18）。 
  山林の面積は、100,000～500,000m2が約 38%と多

くを占めていることが分かった。同様に 2015 年農林

業センサスによると愛知県では 1 経営体あたりの

50,000m2～100,000m2が約29%と多くを占めるため、

同様に若干狭い傾向にあるといえる（図 19）。 

 

 
また、使用率について、農地、山林ともに 10%前後

の低使用率の群と、90～100%の高使用率の群に二分

されることがわかった。山林の「使用」の概念定義は

曖昧であるが、農地について半数弱が 20%未満の低使

用率であり、多くの世帯で耕作放棄が進んでいること

が確認できた。その一方で、40%程度で 70～100%の

高使用率であることも確認できた。クロス集計をする

ほどの回答数ではないが、広い面積では使用率が低く、

狭い面積では使用率は高い傾向にあるといえる。 
 
5. A 地区各世帯の住まい・通いの状況 

(1) A 地区の住まい・通いの状況 

豊根村6地区から事例として抽出したA地区の住ま

い・通いの状況についてインタビュー調査により明ら

かにした。B から F までの 5 集落のうち、120 軒の現

存家屋があり、現在居住しているのは 75 軒、空き家

となっているのは 37 軒、そのうち通いがあるものは 8
軒であった。空き家率は全体で 31%、通いの割合は全

体で 7%であった。 
また、関連して聞いた一人暮らしの住まいは37軒、

全体で 31%であった（表 2）。 図 15.住まいの築年数（N=36） 

0

1

2

3

4

5

6

（件）

10
年
以
下

10
-2
0年

20
-3
0年

30
-4
0年

40
-5
0年

50
-6
0年

60
-7
0年

70
-8
0年

80
-9
0年

90
-1
00
年

0 5 10 15（件） 0 2 4 6（件）
0%

0-10%
10-20%
20-30%
30-40%
40-50%
50-60%
60-70%
70-80%
80-90%
90-100%

13-15部屋

10-12部屋

7-9部屋

4-6部屋

3部屋以下 部屋数
（N=35）

使⽤率
（N=28）

図 16.住まいの部屋数   図 17.部屋の使用率 

（件）（件）
0%

0-10%
10-20%
20-30%
30-40%
40-50%
50-60%
60-70%
70-80%
80-90%
90-100%

0 ２ ４ ６ ８ 0 ２ ４ ６ ８10
0

〜500

〜1,000

〜5,000

〜10,000

〜50,000

〜100,000

〜500,000

500,000以上

（m2）

⼭林
（N=24）
農地
（N=22）

⼭林（N=24）
農地（N=22）

図 18.農地と山林の面積 図 19.農地と山林の使用率 

愛知大学三遠南信地域連携研究センター紀要 201630



 

 (2) B 集落の住まい・通いの状況 

空き家への通いが多い B 集落について、さらに詳し

い状況を聞いた。 
全 27 世帯のうち、子どもが他出したのが 22 世帯、

施設へ転出して空き家となっているのが 3 世帯、子世

帯へ転居して空き家となっているのが 2 世帯、既に空

き家となっているが子世帯が通ってきているのが 3世

帯（うち 2 世帯は子世帯へ転居して空き家になってい

る）、空き家となり通いもないものが 2 世帯となって

いる（表 3）。 
こうした通いに見る住まいの状況は、インタビュー

調査の結果から表 3のように整理できることが分かっ

た。住まいの状況が多様であるなか、7 つの局面に整

理できるといえ、通いという観点から住まいを理解す

る枠組みとなる可能性がうかがえる。 

さらには、各段階における政策展開を想定すること

ができる。具体的には、局面 2 では親の通い、局面 3
では子の通いがある際の通いに関する移動支援や転

出した外世帯が農山村に通った際の地域社会との関

係構築支援があり、局面 4 では施設へ転出、局面 5 で

は子世帯へ転居する際の空き家適正管理の働きかけ

や農山村への移住希望者が利用可能なように住まい

の賃貸物件化、売却の働きかけが必要である。局面 7
では通いのない空き家となってしまった住まいにつ

いては、適正管理の働きかけ、危険家屋の除却等の施

策が考えられるといえる。住まいの状況に応じた施策、

段階が変わる転機に応じた施策の展開が求められる

といえる。 
 
6. まとめ 

本研究では、豊根村を事例に、外世帯の通いと支援

の状況を抽出した地区に対するアンケート調査、内世

帯の住まい・集落空間の状況を抽出した地区・集落に

対するインタビュー調査により明らかにした。 
外世帯の通いの状況については以下のことを明ら

かにした。 
・地域において支障があることは「祭、祭事の実行」、

「集落、祭事の実行」、「集落の共同作業」、「特になし」

の回答が多く、2002 年調査との比較から、地域の運

営が難しくなっていることが推察される。 
・日常生活で支障があることは「とくになし」、「農作

業や仕事における人手」、「家屋、庭の手入れ」の回答

が多く、2002年調査との比較から内世帯の集落空間、

住まいの管理が課題となっているといえる。 
・最も頻度高く来る子どもの時間距離は 1 時間 30 分

から 2 時間が 4 割と最大になっている。2002 年調査

との比較から道路事情の変化のためか若干近接した

居住に変化しているといえる。 
・最も頻度高く来る子どもがしたことは、「盆・正月

の集まり」、「法事・墓参り」、「祭や祭事に参加」が多

い。2002 年調査との比較から、盆・正月に遊びに来

るといった気楽な通いから、法事・墓参り、集落行事、

仕事や家事の手伝いといった具体的な用事に変わっ

てきていることがうかがえる。 
住まい・集落空間の状況については以下のことを明

らかにした。 
・住まいの築年数は、60～90 年を中心とする比較的

集落 空き家

B 27 19 5 19% 3 11% 5 19%

C 38 25 11 29% 2 5% 12 32%

D 20 7 11 55% 2 10% 8 40%

E 29 21 8 28% 0 0% 11 38%

F 6 4 2 33% 0 0% 1 17%

全体 120 75 37 31% 8 7% 37 31%

現存家
屋

現住家
屋

空き家
率

通いの
ある空
き家

通いのあ
る空き家
の割合

⼀⼈暮
らし

⼀⼈暮
らし率

表 2.A 地区の住まい・通いの状況 

表 3.B 集落の住まい・通いの状況 
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古い群と 10～30 年を中心とする比較的新しい群に分

けられる。 
・住まいの部屋数は、7～9 部屋が約半数を占め 4 部

屋程度の 2階建ての戸建て形態が中心を占めることが

推察できる。 
・農地の面積は、1,000～5,000m2 が約 45%と多くを

占めており、愛知県内では若干狭い傾向にあるといえ

る。 
・山林の面積は、100,000～500,000m2が約 38%と多

くを占めており、愛知県では若干狭い傾向にあるとい

える。 
・抽出した A 地区の住まい・通いの状況について、空

き家率は 31%、通いの割合は 7%であった。 
・A 地区内で抽出した B 集落において、通いという観

点から住まいを 7つの認識の型に整理することができ

た。住まいの状況に応じた施策、段階が変わる転機に

応じた施策の展開が求められるといえる。 
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注釈 

(1) 人口、高齢化率の数値はいずれも国勢調査による。 
(2) 2015 年農林業センサス、豊根村森林整備計画。 
(3) 「がんばらマイカー事業」。2003 年の実証実験を

経て、2004 年中部運輸局の過疎地有償運送の許

可を得て開始。村から業務委託を受けた公益社団

法人豊根村シルバー人材センター事務局が運営

を行っている。 
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